
書類名 頁 項番 項目

質問1 実施要領 3 1 アイエ
代表企業に一般社団法人は可能でしょうか。入札参加資
格者名簿（業務委託）に一般社団法人で登録がありま
す。

一般社団法人でも代表企業になることは可能です。

質問2 実施要領 3 1 アイエ
質問1が可能な場合、共同企業体名は入札参加資格者名簿
に登録の業者名と同一でもよろしいでしょうか。

共同企業体名としては、一般社団法人としてのみの名称
ではなく、名称の最後尾に「共同企業体」と表記してく
ださい。⇒例「●●●●●共同企業体」

質問3 実施要領 3 1 ウ
入札参加資格者名簿（業務委託）登録者の一般社団法人
は構成員に成りうると理解していますがよろしいでしょ
うか。

入札参加資格者名簿（業務委託）登録者は、実施要領P5
第2章 2（2）① ア～ウを必須で満たしていれば構成員に
なることができます。ただし、共同企業体としては、実
施要領P3 第2章 1 イに示す条件を満たす必要がありま
す。

質問4 実施要領 3 1 アケ
アの「再委託」とケの「第三者に委任」の違いはあるの
でしょうか

アの「一部の業務において再委託を行う」とケの「業務
の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとする」
は、同義の意味です。

質問5 実施要領 3 1 ケコ
第三者に委任については、本プロポーザル実施のいつの
時点で明記する必要がありますか。

第三者への委任については、本業務の契約後に業務委託
契約書（案）P10 第15条（再委託）に準じ、事前に発注
者の承諾を得て、再委託先の名称及び再委託する業務の
内容を書面にて発注者に通知していただきます。
ただし、現時点においては、様式集P20 様式Ⅳ-10で再委
託先企業等の連携体制について求めているため、技術提
案書提出時点で想定している再委託があれば、明記して
いただくこととしています。

質問6 実施要領 3 1 アケコ
再委託について、当初申請の体制表に記載がなく、事業
開始後に再委託をする場合は、その時点での承認申請で
よろしいでしょうか。

第三者への委任（業務着手前）については、質問5の回答
に示したとおりですが、業務契約後に追加の再委託が生
じた場合にも、業務委託契約書（案）の第15条（再委
託）に準じ、事前に発注者の承諾を得て、再委託先の名
称及び再委託する業務の内容を書面にて発注者に通知し
ていただきます。

質問7 実施要領 3 1 エ
代表企業の連絡窓口の役割はどのようなことでしょう
か。統括責任者の予定者とは別でもよろしいでしょう
か、また資格などは必要でしょうか。

実施要領P3 第2章 1 エに示す代表企業の連絡窓口の役割
は、当該項目に記載のとおり、「プロポーザル参加表明
書及び参加資格確認書類を提出し、代表企業及びその他
の構成員の企業名並びに業務種別（役割分担）を明確に
すること等、その他必要な諸手続きを行うこと」となり
ます。
この代表企業の連絡窓口とは、様式集P2 様式Ⅱ-1プロ
ポーザル参加表明書の担当者連絡先に示される担当者及
び様式集P4 様式Ⅱ-3委任状の受任者であり、代表企業に
おける同一人物の氏名が示されることとなります。
ただし、この代表企業の連絡窓口は、統括責任者である
必要はありません。
したがって必要な資格はありません。

質問8 実施要領 3 1 エ
代表企業の連絡窓口は、様式集4項様式Ⅱ-3委任状の受任
者と理解してよいのでしょうか。

左記の理解で結構です。
なお、様式集P4 様式Ⅱ-3委任状について、一部追記・訂
正がありましたので、訂正版の様式集を速やかに提示致
します。
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質問9 実施要領 3 1 クケコ

業務の一部と全部の区分について、個別対応業務の部分
修繕の例で、取付管修繕（開削）では、どこまでが一部
となるのでしょうか。また、主任技術者の配置は再委託
先の技術者でよろしいでしょうか。

第三者に委任、または請け負わせる業務の内容は平成28
年10月14日付・国土交通省『建設工事における一括下請
けの判断基準を明確化しました』における「下請が果た
すべき役割」の内容に準拠します。
また、再委託先の技術者が主任技術者になることは認め
ていません。

質問10 実施要領 6 2-(2) ①-ケ

新潟市内に本社(店）を有しないで、支店・営業所を有
し、(2)-①-イを支店・営業所名で受注実績のある企業に
ついては、構成員の記載は支店・営業所でよろしいで
しょうか。

左記の場合において、様式集P3 様式Ⅱ-2構成員一覧には
支店・営業所を記載してください。

質問11 実施要領 6 2-(2) ②-シ
統括責任者は専任配置とありますが、資格要件はあるの
でしょうか。

統括責任者に必要な資格は設けていません。

質問12 実施要領 6 2-(2) ②
専任配置の統括責任者は当該委託業務以外の契約工事や
契約委託の兼務は可能でしょうか。

統括責任者は専任配置としているため、当該委託業務以
外の契約工事や契約委託との兼務はできません。

質問13 実施要領 6 2-(2) ②
統括責任者は本委託契約期間中に変更は可能でしょう
か。

統括責任者の本委託契約期間中の変更は可能です。
変更の際は、統括責任者変更通知書を提出いただきま
す。

質問14 実施要領 6 2-(2) ②
代表企業を一般社団法人とした場合に統括責任者は会員
企業内から選出してよろしいでしょうか。

統括責任者の配置については、実施要領P6 第2章（2）②
サを満たす必要があります。

質問15 実施要領 6 2-(2) ②
主任技術者は本委託契約期間中に変更は可能でしょう
か。

主任技術者の本委託契約期間中の変更は可能です。
変更の際は、主任技術者変更通知書を提出いただきま
す。

質問16 実施要領 6 2-(2) ②

統括責任者は市との委託全般の連絡調整が主な業務と理
解しております。委託業務実施の詳細について①企業の
要件エ～キの業務は、市と各業務の主任技術者とが連絡
調整を行うことと理解してよろしいでしょうか。

統括責任者は、業務委託契約書（案）P10 第16条（統括
責任者）2項に準じ、業務の管理及び統括を行います。
なお、各業務における詳細については、市と各業務の主
任技術者とが連絡調整を行うという理解で結構です。

質問17 様式集 5 様式Ⅱ-４
一般社団法人が構成員と認められた場合に会社概要の資
本金は0円、従業員数は会員企業数と専従従業員数の記載
でよろしいでしょうか。

様式Ⅱ-4会社概要の④資本金は、資本金がない場合は0円
と記載して下さい。
⑥従業員数は、一般社団法人の専従従業員数を記載して
ください。
一般社団法人の会員企業数は従業員数に含めません。

質問18 要求水準書 37 NO.6
法令変更による追加費用の事業者負担とは、どのような
ことを想定しているのでしょうか。

例えば、所得税法の改正により税率が引き上げられ、受
託者の税負担が増えた場合は受託社の負担とするもので
す。

質問19 要求水準書 37
NO.11
NO.12

NO.11「当該事業に関する」とNO.12「事業者が実施す
る」の違いは何でしょうか。

NO.11については仕様・要求水準に従って実施しても避け
ることのできない住民対応を示しており、NO.12について
は事業者の事業遂行上の過失によって生じる事象に対す
る住民対応を示しています。
なお、NO.11及びNO.12の「リスクの内容」欄の記載を訂
正しましたので、訂正版の要求水準書を速やかに掲示い
たします。
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質問20 要求水準書 38 NO.17
物価変動による変動について、一定額・割合の基準はど
のような数値なのでしょうか。

物価変動リスクは、業務委託契約書（案）P23 第52条の
補則に基づき、本市と受託者が協議することとしてお
り、現時点では具体の基準を設けていません。また、国
交省等から物価変動に関する通知等により対応を図るも
のと考えています。

質問21 要求水準書 38 NO.17
労務単価が変更になった際には、その都度変更契約をし
て頂けるのでしょうか。

本委託において、労務単価が変更になった際の都度の契
約変更は致しません。

質問22 要求水準書 39 NO.29
この業務における契約不適合とはどのようなことを想定
しているのでしょうか。

契約不適合とは、業務委託契約書（案）P16 第35条（契
約不適合責任）1項に準じ、引き渡された成果物又は修繕
部分が本契約の内容に適合しないもののことです。

質問23
契 約 書
（案）

8 第6条 6
申請共同企業体は、第6条の６に該当することができるの
でしょうか。

業務委託契約書（案）P8 第6条（契約の補償）6項に記載
されているとおり、共同企業体が新潟市契約規則（昭和
59年新潟市規則第24号）第34条第3号、第4号、第6号又は
第7号のいずれかに該当する場合に契約の保証を免除しま
す。
ただし第3号については、本プロポーザルで申請される共
同企業体と同一の共同企業体が有資格者名簿に登録され
ており、かつその共同企業体での実績がある場合に限り
ます。

質問24
契 約 書
（案）

14 第27条 (2)
「広く一般的に適用される法令等の変更」とはどのよう
なことを想定しているのでしょうか。

質問18で回答した内容と同じで、例えば、所得税法の改
正による税率が引き上げ等です。

質問25
契 約 書
（案）

25 別紙2 (1)～(7)
年度協定を元に各業務の実施月に合わせて部分払いをす
ることは可能でしょうか。また、前払い金は考慮できな
いでしょうか。

業務委託契約書（案）P25 別紙2に業務委託料の支払方法
を定めており、これに準拠します。
また、前払い金の規定は設けていません。
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